
 第 131回 労働政策審議会障害者雇用分科会 議事次第 

 

１ 日時 
 

令和６年２月 27日（火）16:00～18:00 

 

２ 場所 
 

  オンライン・対面による開催（厚生労働省 専用 14会議室） 
 

３ 議題 

 

（１）障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則の一部を改正する省令案要綱等

について（諮問） 

（２）その他 

 

４ 資料 
 

資料１－１ 障害者能力開発助成金の移管に伴う省令・告示案要綱について 

資料１－２ 障害者能力開発助成金の移管について 
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これまでの経緯

障害者能力開発助成金の移管について

◼ 障害者の職業能力の開発に係る助成については、平成26年度以前においては、障害者雇用納付金助成金（納

付金助成金）により障害者能力開発助成金の支給が行われていたところであるが、納付金助成金の財政状況を踏

まえ、平成27年度より、障害者能力開発助成金を含めた一部の納付金助成金が雇用保険二事業に移管された。

◼ その後、それぞれの財政状況を踏まえ、令和３年度に「障害者介助等助成金」及び「職場適応援助者助成

金」を納付金助成金に移管したところであり、今般、令和６年度における納付金助成金の見直しとあわせて、人

材開発支援助成金（障害者職業能力開発コース）についても、本来実施していた納付金助成金に移管する。

令和６年度における対応（案）

◼ 人材開発支援助成金（障害者職業能力開発コース）を廃止した上で、同一の助成内容で、納付金助成金にお

ける障害者能力開発助成金として再び支給することとする。

◼ 上記に伴い、必要な省令、告示の改正を行う。
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２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

１ 事業の目的

人材開発支援助成金（障害者職業能力開発コース）

令和５年度予算額 4.2億円 労働保険特別会計 一般
会計労災 雇用 徴収

○○ 障害者雇用に取り組む中小企業等の人材ニーズに対応して、一定水準以上の長期間の教育訓練を継続的に
実施する施設の設置・運営を行う事業主、社会福祉法人等に対して、その経費を助成する。

事業主又はその団体、社会福祉法人等

対象事業主

①～⑥に該当する求職者で、ハローワーク所長が必要と認める者。
①身体障害者、②知的障害者、③精神障害者、④発達障害者、
⑤高次脳機能障害者、⑥その他難病患者など

訓練対象者

①６月以上２年以内の教育訓練
②訓練を行う１単位の受講生おおむね１０人
③障害者５人に１人の専任の訓練担当者の配置
（訓練職種に関する専門知識・技術・技能、障害者支援の
経験を有する者）

④生活面・健康面のサポートと就職支援までの一貫した支援
⑤障害特性、安全衛生に配慮した教育訓練施設

教育訓練等の内容

① 施設・設備の設置等に要する経費に対する助成

設置等に要する経費の３/４（上限額：5,000万円、更新の場合は1,000万円）

② 運営費に対する助成

運営費（人件費、教材費等）の４/５（上限額：１人当たり月17万円）

※重度身体障害者、重度知的障害者、精神障害者以外は３/４（上限額16万円）

※就職率が2年連続で一定割合に満たない訓練科目は以後支給対象としない

※重度障害者等が就職した場合10万円を追加支給

○ 知的障害者、精神障害者等の希望に
応じた就職・職場定着の実現

○ 重度視覚障害者等の職域の拡大

○ 実績（令和４年度）
訓練受講者数：306人
訓練終了後3ヶ月時点の就職率 80.7％

令和６年度改正内容（案）

廃止の上、障害者雇用納付金を財源とした納付金助成金（障害者能力開発助成金）として措置することとする。
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（公益代表） 

大井
お お い
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ま さ こ

 高知県立大学文化学部教授 
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 摩子
ま こ

弥
や

 横浜市立大学都市社会文化研究科教授 

○ 倉知
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 延章
のぶあき

 九州産業大学人間科学部教授 

  田中
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 克
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俊
とし

 北里大学大学院医療系研究科教授 

◎ 山川
やまかわ

 隆一
りゅういち

 明治大学法学部教授 

 渡邊
わたなべ

 絹子
き ぬ こ

 筑波大学ビジネスサイエンス系准教授 

（労働者代表） 

内田
う ち だ

 文子
ふ み こ

 全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会中央執行委員 

亀田
か め だ
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仁
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    サービス・ツーリズム産業労働組合連合会副会長 

藤川
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 大輔
だいすけ

 全日本自動車産業労働組合総連合会副事務局長 

冨高
とみたか

 裕子
ゆ う こ

 日本労働組合総連合会総合政策推進局長 

門
もん

﨑
ざき

 正樹
ま さ き

 全日本自治団体労働組合社会福祉局長 

（使用者代表） 

清田
き よ た

 素
もと

弘
ひろ

 日本商工会議所産業政策第二部課長 

鈴木
す ず き

 淑子
よ し こ

 富士通株式会社グローバルコーポレート人事部マネージャー 

新田
に っ た

 秀司
ひ で し

 （一社）日本経済団体連合会労働政策本部長 

松永
まつなが

  恭
やす

興
おき

 (株)日立製作所人財統括本部人財業務本部長兼人事勤労本部エンプロイーリレーション部長  

山口
やまぐち

 高広
たかひろ

 愛知県中小企業団体中央会会長、株式会社アトラスジャパン代表取締役社長  

（障害者代表） 

大谷
おおたに

 喜
よし

博
ひろ

 全国手をつなぐ育成会連合会副会長 

岡本
おかもと

 敏
とし

美
み

 （社福）日本身体障害者団体連合会副会長 

新銀
しんぎん

 輝子
て る こ

  (公社)全国精神保健福祉会連合会理事 

田中
た な か

 伸明
のぶあき

  (社福)日本視覚障害者団体連合 評議員 

 

（分科会長＝◎、分科会長代理＝○）                      （五十音順、敬称略） 
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